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要旨

本稿では，減税を行う際のコストとベネフィットを,''DynamicScoring"という労働供給を内生化した

動学的一般均衡モデルを用いて検証を行う。減税のコストは減税による税収減であり，ベネフィットを減

税による総生産や民間消費，民間投資などの増加とし，労働所得税，資本所得税消費税の減税時の上倣

を，定常状態同士の比較静学と，移行経路上の比較動学とで分けて分析する。分析の結果，何の税金を減

税するのかについてだけでなく，短期的効果と長期的効果で分けて考えても，コストもベネフィットも定

量的および定性的に異なることが示された。このことは,減税による経済活幽上を通じたフィードバック

効果だけでなく，政府支出変動による所得効果や，民間消費との代替補完関係というチャネルによって効

果の違いが現れることが明らかになった。

1．はじめに

わが国においては，景気対策などのために所得減税が行われてきた。実際，わが国の所得税制を振り返

ってみると，所得税率の構造は何度も変わっており，それらの変更の多くは，実質上所得減税の効果を持

つものが多かった'･一方で,1000兆円を超える政府債務残高がある中で,財政再建の一手段としてや,社

会保障費の財源確保のために，消費税増税という主張も多くなされている。近年においては，2013年4月

より消費税率が5％から8％に上昇し,2019年10月には10％に上昇し，生活必需品とされるものについて

は8％に据え置く軽減税率が導入されることになった。

本稿では，減税を行う際のコストとベネフィットを，労働供給を内生化した動学的制受均衡モデルを用

いて検証を行う。減税のコストは減税による税収減であり，ベネフィットを減税による総生産や民間消

費，民間投資などの鋤ﾛとし，労働所得税，資本所得税消費税の減税時の上嗽を，定常状態同士の比較

静学と，移行経路上の比較動学とで分けて分析する。分析にあたっては，わが国の減税のフィードバック

'例えば1987年に行われた所得税制変更時に，最高税率が70％から60％に引き下げられた。その翌年には住民税の税率も

18%から16%に引き下げられている。
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効果を分析した平賀(2011)のモデルを基に，政府支出が家計の消費行動に影響を与えることを想定するな

ど，いくつかの設定の追加を行った。本研究で得られた結論としては，労働所得減税が減税による総生産

卸ﾛというベネフィットの観点からも，税収変動というコストの面からも資本所得税や消費税減税よりも

好ましい手段であることが分かった。一方資本所得減税の効果は，本研究の設定では小さいこと，およ

び長期的効果の観点からは消費と政府支出との間の代替補完関係は定性的な結論は変えないが，短期的

には補完関係にある場合のほうが，コスト・ベネフィットの両方が大きくなることが分かった。このこと

は，減税による経済活幽上を通じたフィードバック効果だけでなく，政府支出変動による所得効果や民

間消費との代替補完関係というチャネルによって効果の違いが現れることが明らかになった。

従来行われてきた，他の変数を所与とした上で税率を動かす静学的(statiC)2アプローチにおいては，

減税における税収減は，生産関数を一次同次と仮定すると(Y=F(K,"),姓産量,雁資本ｽﾄｯｸ，

〃:労働供給)，所得税収は以下のように表わせる(r:資本収益率,W:賃金)。

T=rk'1K,+r"wINI+rcq,

6 F ( 1 )

”".""=器,咋諏。
このとき，静学的(単純計算)アプローチによると，各所得税率を到上させたときにおける税収の変化分は

6T

6丁ル ルe㎡

=4K, (2)

6T

6r"ノZr“

(3)=叫肌

●ｃ一
一

“ぬ

型
硴

(4)

と表わせる。一方，一般均衡アプローチでは，
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2厳密に考えると静学的という表現は正確ではないかもしれなし＄ただ先行研究ではマクロ変数を一定とし，政府の予算制
約内の税率のみを変化させたものをstaticと定義しているため，本稿でも同様の名称をする。
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と表わせる。一般的に，(4)，(5)式の右辺第2項は負の値を取ると考えられるため，減税を行うときには

税収を増やす効果を表わすb本稿で分析する内容としては舵Eモデルを用いることで，湖tが経済のパ

イ，言し換えればタックスベースを大きくすることによって，静学で見た場合における税収減をどの程度

フィードバックできるかを調べることである。ゆえに，本稿では，以下のような式で定めされるフィード

バック率の式において，
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となるのを，舵Eモデルを用いて比較静学，及び比較動学分析によって求める。

減税がどの程度フィードバックされるかという議論はアメリカを中心に長い間続いてきた議論であり，

近年においては,''I)ynamicScoring''の議論が挙げられる3｡"I)ynamicScoring"の議論とはアメリカ

議会の法案審理の際に用いられる財政推計値を静学ﾓデル（本稿における静学モデル）と動学ﾓデル（本

稿における一般均衡モデル）のどちらで推計するのが望ましいかを検討するものである。しかし，議論の

過程で減税の税収に対するフィードバック効果に注目が集まり，複数の調査機関で動学モデルの作成及び

効果の検証が行われるとともに，研究者の間においても数々の研究がなされてきた。ここで，幾つかの先

行研究を挙げる。Ireland(1994),BruceandTurnovsky(1999),NOvalesandRuiz(2002)ではAKモデルを

3‘bynamicScoring''の譲愉の討細については鈴木(2005,2007)を参照されたし＄
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用いて湖ものフィードバック効果を分析しており，郷3によって長期的な賊攻を改善させるとした4。また，

Ramseyモデルで分析したものとしては,MankiwandWeinzierl(2006),TrabandtandUhlig(2006),

LeeperandYang(2006)などが挙げられる｡MankiwandWeinzierl(2006)やTrabandtandUhlig(2006,2011)

では，獅兇のフィードバック効果はある程度あるとする一方,LeeperandYang(2008)では，満；tのファ

イナンス方法をlump-sumtransferの減少ではなく，政府消費の減少にした場合には郷2による経済のパ

イの勵ﾛ効果が必ずしも見られず，場合によっては，静学の場合よりも郷2を行ったときのコストがかか

るとした。

我が国における分析としては，平賀(2011)およびNUtahara(2015)が挙げられる｡平賀(2011)では，動

学的弓没均衡モデルのフレームワークを用い，労働所絹税と資本脈号税がタックスベースの増加によって

税収減をどの潤貰カバーできるのかを，前述の''DynamicScoring"の分析を行ったものである。分析結果

としては短期的には資祁鰐沸tのほうがフィードバックは大きく，約40％のフィードバック率が得ら

れるものの，長期(定常状態での上倣静斡においては，労働所得税のほうが高いフィードバック率を持つ

が，約19%とそれほど大きくなし値となった。NUtahara(2015)では，動学的一般均衡モデルのｲ報且みを

用いて，日本におけるLafferCurveを播汁した。結果としては，日本の労働所得税率については,Laffer

Curveの左側に位閻~ることを示した一方資本所得税率については，年によってはLafferurveの右側

に伽萱していたことを示した。

本稿の櫛戎は以下の通りである。2節では，分析するモデルと均衡条件について述べる。3節ではカリ

ブレーシヨンを行い，比較静学及び比較動学によって静学の場合と比べてどの程度秘反がフィードバック

させているかについて朔鰯皐析を用いて導出する。最後に，4節で結論を述べる。

2．モデル

本稿では，平賀(2011)と同様に閉鎖経済において無限期間生きる家計･企業・政府が存在し，全ての市

場は完全競争であり，かつ完備市場であり同質的な個人が完全なリスクシェアリングが行われていると仮

定する。平賀(2011)と異なる設定として，家計は消費と，消費と代替補完関係にある政府支出，および

indivisible(分割不可能)な労働(余暇)によって効用を測るものとする。一方企業は家計から資本を借

り，労働を投入することによって生産を行い，それぞれの対価を家計に支払う。政府は毎期政府支出，な

いしは社会保障などに代表される政府から家計への移転(Lump-sumtransfer)を行うものとし，そのファ

イナンス手段として消費税と労働及び資本所得税が利用可能である。なお，本稿では単純化のため，減税

におけるファイナンス手段として公債発行は考えないものとする5。

4ただし,BmceandTilrnovsky(19"),NOvalesandRuiz(2002)では消費の異時点間の代替弾力性がｦ霊的な程高いと

きにおいてのみ“がペイされるとしている。

5脈Eモデルに公憤発行を考えると，公債安定化ルールを定義しなければ追加的公債発行によるファイナンスの際に，一意

な鞍点経路（均働が存在しなくなる。LeeperandYang(2008)でば公債安定化ルールを導入することで，公債を内生化

および減税のファイナンス手段として公債発行を行うことを許容して分析している。しかし，本稿では公債安定化ルール

が恋意的(追加的公憤発行のファイナンス手段を新たに定義する必要があるため)であることと,単純化のため，減税のファ

イナンス手段としての公債発行は考えないものとする。
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21．企業

ま篭企業の生産関数は，以下のようなコブ・ダグラス型で与えられるものとする。

J''="""ﾉ~Cr,0<"<1, (8)

ここで,y′は生産量4，は技術水曜k,は資本ストック，〃′は労働時間，αは資本分配率を表わすb

なお，本稿では，減税そのものが経済や税収にどのような影響を与えるかということにのみ着目するた

め，全ての期において4,=1であると仮定する｡。

企業は各期の利潤を最大化するという目的の下で行動するので，企業の利潤最大化条件より，各要素価格

は以下のように求められる。

"=qkf-'"1-" (9)

w'=I-")kf"『a (10）

2.2．家計

家計は以下の生涯効用を最大化するように，消費と労働の配分を選択すると仮定する。

Uo=重β｢"I==重β'in(C'+生,)-"",+v(g')('')
ノー0r=O

CIは消費,0は消費と政府支出の代替性パラメータ,g，は政府支出，〃は労働の不効用パラメータを表

すbなお，政府支出の代替性パラメータに関しては，必ずしも0＞0の場合のみを想定していない7．

家計の予算制約式は次のように与えられる。

('+r｡k'+"'+,=
（12）

('-r伽",+('+i-rkル-6))k+Z

Zは一括補助金である。

消費と労働に関する1階の最適化条件より，次の関係が成り立つ。

6もちろん生函生が増力吋る成長モデルを考えても,detrendを行うことで分析可能である(TrabandtandIJhlig(2006)では
技術進歩率を入れて分析している)。

7GanelliandTervala(2007)においては処>0であることを保証した上で;0<0となるような消費と政府支出との間に
殖，

補完関係があることを示している。わが国におけるD郡Eモデルの推定を行った分析でも，酒井他(2015)では効用関数に含

まれる政府支出を，公共財とメリット財に分けた場合メリット財における0の値が負となることを，ベイズ推定によって
示した。
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c,+,+*I+!
=βⅢ+('-r"ル.!-5m (13）

c!+*!+!

〃/:器‘‘
が成立する。（

2.3．政府

毎期の政府の予算制約式は次のように表わされる。

g'+TI=r｡c,+rk("-ｳ)k'+r"w,"'('5)
本稿においては，政府の税率は外生的に与えられているものとする。すなわち，外生的な税率変更が発生

した場合，政府は均衡財政を維持するために政府支出および一括補助金を削減することで調整を行うもの

と仮定して考える。また，平賀(2011)とは異なり，単純化のため，政府支出対総生産比が一定(x=gL)
yJ,

という仮定を置き，減税の財源調達手段として政府支出削減および一括固定税削減の両方を行っていくも

のとして考えていく。

2.4．均衡条件

(6)式から(15)式までを整理すると，経済の均衡条件は以下のように求められる。

旦些L土生坐=βm+('-『ルル:Tl"好一洲
c,+*'

‘･砲Ⅲ-:手鶚
G+rc)c,+",÷1=

i-r"X'-"""『α+1+(1-塚抑北f-'")-｡-6)"'+zl

g,+z;+”ん=rbc,+Iz"(1-")+"]kf")-"

2.5．定常状態

均衡条件における時点を取り外すことで，以下のように定常状態が解析的に求まる。

汁{,尚'r

：雲0－燗｡-‘:，
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y=kα"1-α● (25）

2．力リブレーション

前節で求めた均衡条件を基に，一般均衡モデルを静学モデルとで比較静学，及び比較動学分析を行い，

所得減税によってどの程度税収がフィードバックされているかを分析する。なお，モデルにおける1期は

1四半期に対応するものとし，パラメータの値も1四半期に対応したものを用いる。

3.1．パラメータ設定

各パラメータと公債残高と政府支出の値を表1のように設定する。資本分配率と資本減耗率については

HayashiandH･escott(2002)より，割引因子については定常状態における4半期の公債利子率が0.3%(年

率1.2％)になるように調整した｡労働の不効用パラメータは定常状態における労働供給(労働時間)を0.25

となるように設定した。税率に関しては，資本及び労働所得税率に関してはNUtahara(2015)と同様に

GmjiandMiyazaki(2011)において推計された平均限界税率の値を用い，消費税率に関しては現行の税

率を用いた。公債残高と政府支出の値は対GDP(四半期ベース)比の値を用いた@。また，消費と政府支出と

の代替性パラメータ0については，酒井他(2015)の推定で用いられている1(公共財で消費と代替関係に

ある場合)，－1．3(メリット財で消費と補完関係にある場合)，0の3つの場合に分けて分析を行う。

表1．パラメータ(1期を1四半期として設定）

注：ベンチマークとなる税率についてはNUtahara(2015)における所得税率を小数点第3位を四捨五入した

8郡司・宮崎(2009),GmjiandMiyazaki(2011)ではJbines(1981)の手法により平均限界税率を棺症している。本稿では
Nutaham(2015)と同橇GunjiandMiyazaki(2011)における「そのｲU痂得を生謹素分配率で分割する平均限界税率」の
加重平均値を用いている。
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3.2．比較静学分析

ここでは，資本所得税率，労働所得税率および消費税率をそれぞれ1％ずつ減少させたときにおける税

収の変化を，定常状態同士で比較することで，比較静学分析を行う。なお，以降の分析においては，一般

均衡分析における税収の変化は以下のように表わす6
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すなわち，（資本ないしは労働)所得減税を行うことで,右辺第1項では静学において直接税収が減少する

効果を表し，右辺第2項以降は減税によって発生する経済活性化により，タックスベースが増えることか

ら税収がフィードバックされる効果を表わしている。

総税収のLafferCurve(資本所得税可変の場合）図1
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資本所得税率

フィードバック率の描汁を行う前に，各税率が変わることで，総税収がどのようにｷ齢するのかを，図

1，2，3においてLafferCurveの形で示している。図1は資本所得税のLafferCurveを表している

が，本研究の結果では，資本所得税のLafferCurveの頂点は約95%となっており,Nutahara(2015)と

は異なりGmjiandMiyazaki(2011)で推計された資本所得税率はLafferCurveの右側に位置し，湖も

-12-



を行うと税収が減少するということになった。一方労働所得税については,LafferCurveの頂点とな

る税率が29％となっており，ベンチマークにおいてはLafferCurveの右側にいることが示唆された。こ

の結果はNutahara(2015)における結果とは定量的かつ定性的に異なる。考えうる理由としては，

Nutahara(2015)においては,Ti･abandtandUhlig(2011)と同様にnon-separableな厩isch弾力性一定

の効用関数を設定している一方，柵究ではHansen(1985)におけるindivisiblelaborの効用僕徽を置

いていることが挙げられる。本研究で用いられている効用関数の下では，資本所得税には経済変数がほと

んど反応しない一方労働所得税が労働量を減少させる効果が大きいことから，異なる結果が得られてい

ることが示唆される。また，図1から3より，消費と吻符支出の代替補完僕H系の違いは,LafferCurve

の形状にほとんど影瀞を与えないことが分かり，かつ図3より，消費税のLafferCurveの頂点は本研究

の設定の下では得られないことが分かった。

総税収のLafferCurve(労働所得税可変の場合）図2
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Curve(消費税可変の場合）総税収のLaffer図3
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表2では，比較静学における税収のフィードバック率を示している。表2より分かることとしては，税

目によってフィードバック効果は大きく異なることが分かった。また，税ごとの相対的な比較をすると，

先行研究とは異なり，労働所得減税のほうが，資本所得減税よりもフィードバック効果が大きいことが言

える。表3では，減税のベネフィットとして総生産がどの程度増加するのかを比較している。表3より，

労働所得税減税の場台弾力性が1を超え，減税以上に総生産やタックスベース拡大効果が大きいことが

分かる一方資本所得税については，ほとんど総生産を拡大する効果が期待できないことが分かった。

表2．減税のフィードバック率(比較静学）

注：それ/ぞｵ1バンチマークの税率から1%減税した場合で比較している

表3．減税の総生産拡大によるベネフィット（比較静学）

注:それぞれベンチマークの税率から1%減税した場合で上嗽している

3.3．比較動学分析

ここでは，前節における比較静学分析を基に，新たな定常状態への移行経路において，どの程度の税収

のフィードバック効果が発生しているかについて見てみる。分析するにあたり，均衡条件の方程式を対数

線形近似すると，以下のような式に書き直される(以下,Xを変数xの定常状態値父=lnxi-h鬼と定義

する)。

形峠,-fI+!－at+*X'
r"!-6'+9(g'+!-g'】 (23）’

一

|"(:)~-,I1+('-rk

八

城‘＝‘＋蛾 (24）

-14-

税目 フィードバック率

資本所得減税(0=1) 1.7％

資輌絹燃i(0=-1.3) 0.酬

資本所得減税(0=0） 0.5%

労働所得減税 104.4％

消費減税 41.1％

税目 総生産変化率

資本所得減税(8=1） 0.004％

資本所得減税(0=-1.3） 0.004％

資報碍郷i(0=0) 0.004％

労衝所得郷も 1.43％

消費減税 0.93％



('-=)@('-評’ゞ詳,･券+1-
'-('-")af,､'-α形‘

5
(25）

zか皇g,
yy （26）

＝(1-α)剛-α)+魚α瞼'+Ini-")+")Cz+r"K

（23）から(26)式より減税による経済への波及効果の経路を求めることができるため，同時に税収の経路

も求めることができる9．これより定常状態に向かう過程において，どの程度税収がフィードバックされ

るかについて分析することができる。

図4，5，6では減税に対する総生産のインパルス応答関数を表している。3つの図に共通して言える

こととしては短期的な効果は長期よりも大きく，短期的に見れば減税のコストはタックスベース鋤ロ

によるフィードバック効果によって，ある程度は緩和されていることが分かった。同時に，短期において

は，政府支出の補完関係が強い(弱い(代替関係にある))とフィードバック効果が弱くなることが分かっ

た。

図4資本所得減税による総生産のインパルス
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表4，5，6は資本所得税労鯛絹税消費税を減税したときの各期における減税のフィードバック効

果の変化率を表わしている。これらの表からも，短期においては，フィードバック効果が大きくなること

が読み取れる。一方，4期を過ぎると，新たな定常状態に収束していることが，図4，5，6，および表4，

｡なお,政府支出対GDP比が一定であるため,2,="If+('-"",lとなる。
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5，6から読み取れる。

表4．資本所衞成税におけるフィードバック効果の経路(”

表5．労働所得減税におけるフィードバック効果の経路側）

表6．消費減税におけるフィードバック効果の経路（％）

図5労働所得税減税時の総生産のインパルス

4
1

0

1

0

O
Q

1

1

1
0

0
0

－ ー
0
0

1

1

1

－

11

５
３
５
２
５

３

２

１

（
ま
）
斜
里
鼠
ｅ
哩
侵
溌
奏
轆
授
ｅ
温
鵠
麓

８
８
８

１
－
０

’
一
一
一
一
一

１３

一
一
一

&

＆

1

1234567891011121314151617181920

』

－16‐

期間 t=1 t=2 t=4 t=10

0＝1 20.35 9．54 2．89 1.7

8＝－1．3 40.72 17.16 0．86 0.5

0＝0 24.88 11.28 0．91 0.5

期間 t=1 t=2 t=4 t=10

0＝1 134.3 120.8 104.8 104.4

0＝－1．3 153.4 129.3 105.3 104.4

0＝0 138.2 124.3 105 104.4

期間 t=1 t=2 t=4 t=10

0＝1 87.32 70.28 44.3 41．1

0＝－1．3 96.22 75.74 49.2 41.1

0屯 91.2 72.14 46.8 4161



針 調 敏 再 ． 藝 謬 吋 載 Ｊ 頚 Ｓ ｕ Ｘ テ 峠 入 升 ｕ 入 道 テ 師 》 球 璽 詳 訴 叶 卦 肝 言 で 計 蝉 椛 罫 Ｉ 弱 軒 毒 刑 刈 寿 時

詔 ラ バ 誌 割 叶 ゴ ゾ 熟 蔑 Ｓ ｕ Ｘ ｚ 叫 罫 認 丙 片 が 註 貢 剪 釧 討 戸 八 斗 ｕ ヘ 噂 テ 酎 剪 註 丙 片 が 謬 肝 耐 寺 即 囲 誰

潮 ． 別 謡 洋 蛎 抄 磑 Ｓ 逓 言 代 で 》 珠 嘩 動 零 翌 詳 購 針 到 諭 堂 》 韮 踊 謹 Ｓ 藝 選 報 Ｓ 苦 澪 蝿 ． 研 詠 尭 醗 劃 汁 Ｓ 晋 露

灘 祉 ぽ 輔 司 繭 誤 斤 Ｓ 拝 簿 騨 神 代 敏 寺 １ 八 ＄ 葦 斗 が 。 砂 靹 丙 討 計 ・ パ 戸 廿 強 圃 Ｓ 蓮 謹 Ｓ ｕ 入 Ｉ で ご 宙

響 湘 師 め 雪 で 計 判 鴻 宮 邑 Ｓ 州 刈 苓 時 桝 汽 〉 博 司 刈 圧 強 州 翠 Ｓ 韮 蝿 載 騨 丙 鞭 嘩 吋 軌 洲 が 、 斤 畔 融 副 呼 び 舜

屹 ． ラ 〈 号 Ｓ 鰡 研 Ｓ 耐 言 酎 司 り 計 ○ 掛 頚 淵 哉 菰 ⑳ き 計 訴 謬 代 で （ 再 〉 球 騨 型 捕 斎 寄 謬 強 蓮 醗 丙 時 が 謬 肝 耐

逓 言 匡 ＆ 久 井 ｕ 人 道 テ Ｓ 避 訓 号 い ず 】 謹 言 潟 騨 匡 ふ ｕ Ｘ テ ｓ 団 号 ① ぴ 鴻 針 劃 載 謬 勺 誰 瑚 蝕 罫 識 片 ら ぴ

輔 辨 や ぅ 拙 淨 酬 計 が 、 峠 強 め 号 。 祥 ○ ｌ 叶 》 鴎 掛 趣 謂 鑿 群 課 Ｓ 違 過 叶 針 翠 淵 Ｓ 鰡 研 塾 堂 ／ 映 言 、 咲 誌 肝

曼 即 避 野 営 知 Ｓ 醗 訓 号 璽 叶 韮 潔 作 博 司 刈 圧 峠 Ｓ 詔 Ｓ 尭 戯 釜 訓 温 索 再 研 酵 母 対 謙 鄙 再 潟 洲 舜 ラ 強 ． 爾 澄 雪

国 叫 謎 削 謡 索 丙 討 が 銃 砂 Ｓ 南 Ｊ 弦 ｕ ｘ テ ・ 入 升 刈 式 噂 テ Ｓ 副 叶 強 汁 艸 〈 鈴 が ｎ 代 強 め 号 ｏ 計 。 ｎ Ｓ ｎ 代

再 ・ 罫 謹 丙 片 が 繭 繁 爺 呼 言 酔 臨 口 計 刈 ヘ ー で ご 野 営 細 誌 １ ． 付 く 』 降 司 刈 圧 淵 騨 丙 貯 が 剖 茄 違 湘 労 別

翻 誰 蝿 庁 Ｓ 尭 域 封 削 温 索 ト ラ Ｊ 中 奇 剖 号 丙 時 。 八 群 細 Ｓ 卿 言 強 魁 晉 が 、 峠 強 圏 ① 号 丙 舜 ’ 計 ○

心 露 Ｓ 繁 囲 代 で 八 口 ． 憧 計 Ｓ 画 訓 弦 避 出 い き が 。 民 諏 聖 叫 》 州 Ⅶ ￥ 師 片 ｓ 紐 澗 罫 舜 鰡 研 釧 輔 神 が 、 作 臥

討 が 。 丹 調 釧 再 ． 紙 講 堂 底 Ｓ 計 さ 註 障 宴 Ｓ 淵 鵯 再 駐 研 Ｆ 労 う 》 号 画 凋 罫 鈴 面 房 を 吟 雅 酎 融 研 で 計 削 覇 計 誌

Ｓ 母 作 副 砂 弐 Ｆ 計 ○ で 号 で 》 肝 ら 紐 澗 罫 働 津 葦 畔 寺 が 計 さ 丙 ． 望 腫 享 Ｓ 閑 勢 で 引 削 誘 引 難 行 Ｊ ラ バ 毎 拙 洲

が 曝 燗 蔑 討 が 。 註 障 享 Ｓ 闘 鵯 作 Ｆ 八 口 ． の 胃 旨 威 ｇ ｏ ・ 固 呂 ｇ ｇ 目 四 目 野 昌 の （ ９ ｓ ） 丙 才 鮒 脾 営 が 片 凶 舜 剴

削 冊 識 峨 寺 弓 語 Ｓ 詳 雌 詳 酔 拙 謁 Ｆ 計 Ⅱ Ｎ Ｉ 奇 人 で 蝋 、 で 巾 Ⅶ ご 》 需 吋 目 鼻 の 、 府 吋 匡 の 再 自 己 臼 庁 胃 勝 又 ら ｇ ）

行 方 州 吠 き び 片 Ｊ 舜 俳 謬 計 誠 Ｓ 制 削 除 詳 甥 避 圭 い き が 。 引 削 罫 引 舗 臥 碑 ． 置 冨 、 日 兵 ら 違 丙 才 剛 咲 き が 片

‐ 襄
減
税
前
の
定
常
状
態
か
ら
の
変
化
率
(
％
）

ｰ
い

ｰ
｡

~
o

U
“

つ 。 、

四 。 、

』 画 四 心 、 。 『 、

図 ⑤ 誰 獺 註 剪 註 丙 片 が 謬 肝 師 Ｓ 入 で 、 ぐ マ メ

＠ 』 つ 』 』 』 い 』 い 』 心 岸 、 』 。 』 『 』 の ］ Ｃ い つ

I

ｰ 割 1



うな代表的個人や企業の仮定を緩め，各企業に固有のリスク(idiosyncraticrisk)が存在し，かつ各個人

間で所得リスクが完全にシェアされないため，個人間の所得や資産の不平等を考慮したモデルが挙げられ

る。2点目は，減税は実際の政策においては，減税を行うことが決まってから実行に移されるまでのラグ

が存在する。このラグを導入するために，例えば、期後に減税力垳われるというアナウンス(予期)された

ショックとして減税の効果を分析する必要もある。

これらについては，今後の課題としたい。
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